
○東松山市医療的ケア児保育実施要綱 

令和３年９月１６日 

決裁 

（目的） 

第１条 この要綱は、保育を必要とし、かつ、医療的ケアを必要とする児童（以

下「医療的ケア児」という。）を保育施設に入所させ、保護者及び専門機関

との連携及び協力に基づいて、健常児との集団保育（以下「医療的ケア児保

育」という。）を実施することにより、医療的ケア児の成長と発達の促進を

図ることを目的とする。 

（定義） 

第２条 この要綱において、「医療的ケア」とは、次に掲げる措置をいう。 

(1) 口腔内、鼻腔内又は気管カニューレ内部の喀痰
かくたん

吸引 

(2) 胃ろう、腸ろう又は経鼻による経管栄養 

(3) 前２号に掲げるもののほか、医療的ケア児が必要とする医療的ケアにつ

いて、次条の実施保育施設において主治医の指示の下に対応が可能な処置 

（実施保育施設） 

第３条 医療的ケア児保育を実施する保育施設（以下「実施保育施設」という。）

は、次に掲げる保育施設とする。 

(1) 東松山市立まつやま保育園 

(2) 東松山市立わかまつ保育園 

(3) 東松山市立たかさか保育園 

(4) 東松山市立からこ保育園 

(5) 東松山市立いちのかわ保育園 

(6) 前各号に掲げるもののほか、医療的ケア児保育を実施することが可能で

あると市長が認めた保育施設 

（対象となる医療的ケア児） 

第４条 保育施設へ入所することができる医療的ケア児は、次に掲げる要件を

全て満たす者とする。 

別紙２３ 



(1) 入所年齢が３歳以上の者 

(2) 保育施設において、医療的ケア児保育を実施することが可能であり、当

該保育施設に通所することができる者 

(3) 東松山市統合保育実施要綱（平成８年３月２８日決裁）第８条第１項の

統合保育実施会議（以下「統合保育実施会議」という。）において、保育

を実施することが妥当であるとされた者 

（定員） 

第５条 医療的ケア児の定員は１保育施設につき若干名とし、実施保育施設の

状況に応じて市長が適宜決定するものとする。 

（運営） 

第６条 保育施設における医療的ケア児保育の保育時間は、午前８時３０分か

ら午後４時３０分までを基本とし、医療的ケア児の心身の状況に応じて、当

該保育施設の施設長が医療的ケア児ごとに定める。 

２ 看護師の配置は、医療的ケア児１人につき１人とする。ただし、医療的ケ

ア児保育の実施に支障があると認められるときは、この限りでない。 

３ 医療的ケア児保育を実施する保育施設の施設長は、医療的ケア児保育の実

施に関して、保護者と密接な連携を保つとともに、入所する医療的ケア児の

状況に応じ、必要とする専門的な助言を得るため、専門機関等と連絡を取る

ものとする。 

（入所申込み） 

第７条 医療的ケア児保育を利用しようとする医療的ケア児の保護者は、次に

掲げる書類を保育主管課に提出するものとする。 

(1) 医療的ケア実施申込書（様式第１号） 

(2) 主治医意見書（様式第２号） 

(3) 医療的ケアを必要とする児童の保育に関する同意書（様式第３号） 

(4) 前３号に掲げるもののほか、市長が必要と認める書類 

（観察保育） 

第８条 市長は、前条の規定による申込みがあった医療的ケア児であって、観



察保育が必要と認められるものに対し、医療的ケア児保育の適否を調査する

ため、保育施設において観察保育を実施するものとする。 

（会議） 

第９条 市は、医療的ケア児の入所の適否、医療的ケア児保育の実施内容等に

ついて意見又は助言を求めるため、統合保育実施会議を開催する。 

（実施の内定） 

第１０条 医療的ケア児に対する医療的ケア児保育の可否については、統合保

育実施会議の結果を参考とし、東松山市保育園設置及び管理条例（昭和５４

年東松山市条例第１３号）第７条第１項の規定により設置する東松山市保育

園入園児童選考委員会の審議を経て、市長が内定する。 

（実施の決定） 

第１１条 市長は、第７条の規定による申込みがあった医療的ケア児の医療的

ケア児保育が適切に実施できると認めたときは、実施の決定を行い、医療的

ケア実施通知書（様式第４号）を保護者へ通知する。 

（入所手続き等） 

第１２条 医療的ケア児保育の申込み、退所の届出、保育の実施の解除等の手

続きについては、東松山市保育施設の利用調整等に関する規則（平成２６年

東松山市規則第４６号）の規定を適用するとともに、医療的ケア児の保護者

は、次に掲げる書類を保育主管課に提出するものとする。 

(1) 医療的ケア指示書（様式第５号） 

(2) 医療的ケア実施承諾書（様式第６号） 

(3) 前２号に掲げるもののほか、市長が必要と認める書類 

２ 医療的ケア児の保護者は、当該医療的ケア児に係る医療的ケアの内容に変

更が生じたときは、医療的ケア指示書（様式第５号）を保育主管課に再度提

出するものとする。 

３ 医療的ケア児の保護者は、当該医療的ケア児に係る医療的ケアの実施の必

要がなくなったときは、医療的ケア終了届（様式第７号）を保育主管課に提

出するものとする。 



（利用者負担金） 

第１３条 利用者負担金の徴収に関しては、東松山市特定教育・保育施設等利

用者負担金額に関する規則（平成２７年東松山市規則第３０号）の規定を適

用する。 

（入所後の支援） 

第１４条 市は、保育施設に入所した医療的ケア児に対して、適切な医療的ケ

ア児保育が実施されるように定期的な支援を行うものとする。 

（その他） 

第１５条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める。 

附 則 

この要綱は、令和３年９月１８日から施行する。 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



様式第１号（第７条関係） 

様式第２号（第７条関係） 

様式第３号（第７条関係） 

様式第４号（第１１条関係） 

様式第５号（第１２条関係） 

様式第６号（第１２条関係） 

様式第７号（第１２条関係） 

 


